
今日までの研究歴を振り返って
―１５年間の準備，３年間の栄光，２０年間の挫折， 
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Synopsis

This manuscript describes my history of research on quantitative prediction of the site 

amplification and strong ground motions, as well as subsequent structural damage, from 

the beginning of my carrier to the most recent achievements. The history can be divided 

into four eras, namely, the first 15 years for preparation, the second three years of 

significant progress after the 1995 Hyogo-ken Nanbu earthquake, the third 20 years of 

painful experience of no reward for dissemination in seismic design in Japan, and the 

last three years of finding a new horizon for the quantum leap in near future. In 

conclusion, the most important points for the success of research are to keep motivated, 

keep positive, and keep trusting yourself.
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1. はじめに

第一次オイルショックの年1974年に京都大学工学

部建築系学科に入学した私は，耐震工学の研究をさ

れておられた小堀鐸二教授の研究室を選び（その理

由については川瀬, 2013aを参照），枚方にできたば

かりの階層式浄水場の起震機実験のシミュレーショ

ン解析を題材に卒業論文を書いて無事1978年に卒業

した．しかし実はこの4年次の研究室配属までグライ

ダー部活動に明け暮れて碌に勉強していなかった私

はこのまま社会に出ることに急に不安に駆られて院

試の勉強を始め，無事修士課程に進学，1980年に工

学研究科建築学第二専攻を修了して恩師の小堀鐸二

教授が薦めてくださるままに清水建設（株）原子力

部に入社した．入社後は半年間の銀座のど真ん中の

工事現場での実習を終えた後，当時江東区越中島の

技術研究所の敷地の片隅にあった原子力部分室で原

子力発電施設の地震応答解析には欠かせない動的相

互作用の解析プログラムを習熟することから仕事を

スタートした．2階建プレハブ小屋の分室は大型トラ

ックが通るたびに大きく揺れて，それを初めて体験

したときには「あ，地震だ！」と一人騒いでしまっ

て恥ずかしい思いをした．原子力部時代は多士済々

の顔ぶれの先輩に，一から社会人としての心得と飲

み過ぎるまで飲むと人はどうなるかを繰り返し教育

していただいた．その後，1982年に大崎順彦博士が

東大を退官されて清水建設に副社長として来られて，

副社長直轄の大崎研究室と（株）大崎総合研究所を

作られ，そこに我々原子力部分室の約半分ほどの人

間がチームのまま移籍することとなった．表題の15

年間の準備期間はすべてこの原子力部時代の約2年

間と大崎研究室（後半は和泉研究室に名称変更）時

代の約13年間で，その間チームリーダーの小柳義雄

さん・直属の先輩だった中井正一博士（現千葉大学

名誉教授）・直属の後輩だった佐藤俊明博士（現大

崎総研社長）には公私にわたり大変お世話になった． 
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小堀先生が私に清水建設の原子力部に行けと言わ

れたのには理由があって，当時の清水建設は原子力

発電施設の受注実績が乏しく，他社に大きく水を開

けられている状態であったので，清水建設は社を挙

げて技術力を強化しようとしていたからである．特

に地盤―基礎―建物の動的相互作用解析は，岩盤上

に建設される大規模構造物の耐震安全性の確保に欠

かすことのできない重要な技術で，各社はその高度

化にしのぎを削っていた．大崎研究室になってから

は「半分の時間はお金を稼ぐ業務，残りの半分は自

由な研究をしてよい」という50:50の原則で自由に研

究できる雰囲気を大崎副社長とその番頭役をされて

いた山原浩部長は作り出してくれたので，我々は受

託研究をこなしつつも，当時最先端の解析コードの

開発とその応用研究に精を出す日々であった． 

しかし，当時学会でも他社でも大崎研究室内部で

も多くの研究者が動的相互作用解析に関する研究に

参入してきて，解析コードの開発も次々と進められ

ており，早晩この分野は過当競争に陥る可能性が予

見できた．そのため私は動的相互作用解析の分野か

ら不整形地盤解析の分野に自分の研究のメインテー

マを移すことを決め，それまで小堀研究室で不整形

地盤解析をされていた篠崎祐三助手（当時，その後

京大講師を経て最後は東京理科大教授で退職）のご

指導を仰ぎ，佐藤俊明博士・吉田一博博士（現大崎

総研）とともに当時流行し始めた境界要素法（BEM）

を用いて様々な不整形地盤の動的応答の解析を始め

た．この研究テーマのシフトが後々の兵庫県南部地

震の「震災の帯」の解明につながるのである． 

動的相互作用解析も不整形地盤解析もいずれも弾

性媒体中の波動伝播問題の解を求めるもので，基本

的には共通の解析コードを用いることが可能である．

従って，大きな違いは何に着目して媒体をモデル化

し何を出力するかに尽きる．不整形地盤解析では，

想定する複雑な境界を持つ地盤をモデル化し，その

地盤が与える入射地震動に対する影響を評価するこ

とに主眼がある． 

現在の状況とは全く異なり，当時，1980年代前半

では考慮すべき地盤の不整形性とはどのようなもの

か，そしてそれが影響する周波数範囲はどの程度か，

について共通認識は全くなかった．というよりもそ

もそも不整形地盤以前に，一次元的な平行成層地盤

の応答ですら，十分に理解され解明されているとは

言い難かった．地盤調査は非常に不十分で地震観測

データも不足しており，正に象の足を手探りで触っ

てはああでもないこうでもないと言っているという

状態であった． 

そんな中1986年に米国に留学しないかという話が

出て（実はこれには大崎研究室の伊藤哲次博士の応

援があったのだが）留学先について当時MITのKausel

教授のところに留学中だった篠崎祐三助手に相談し

たところ，ここは環境が悪いから，入倉考次郎防災

研助教授（当時，その後教授，副学長を経て現在は

愛知工大客員教授）にお願いして南カリフォルニア

大学地質学部に異動されたばかりの安芸敬一教授の

ところに行け，と言われて，厚かましくも入倉先生

にお願いしたら，最初は理学的研究に耐えられるか

どうか不安に思われたようで，それまでの5年間の研

究論文（と言っても構造工学シンポの共著論文と日

本地震工学シンポの論文程度しかなかった）をお送

りして安芸先生にご推薦いただき，無事研究員とし

て受け入れてもらえることになった．この米国留学

中の成果 (Kawase, 1988; Kawase and Aki, 1989a, 

1989b; Kawase and Aki, 1990)を南井良一郎防災研教

授（当時，故人）のご指導のもとで帰国後に博士論

文にまとめて1990年に工学博士の学位を授与して頂

くことができた．この安芸先生との共同研究と彼の

弟子たちとの2年半の濃密な交流は，非常に有意義で，

狭い世界に囚われていた私の世界をずっと幅広い強

震動地震学および地球物理学の世界まで広げてくれ

たという意味で，その後の研究者としての履歴にお

いて欠かすことのできない重要な経験であった． 

博士号取得後にはポスドク的な意味でJICAの長期

派遣専門家としてMexico Cityの国立防災センター

CENAPREDに1991年から1992年の1年間派遣された．

これもまた研究の幅を広げることに役立った．些か

長くなったが，ここまでが最初の15年間の準備期間

である．その後，私の研究者人生を一変させる兵庫

県南部地震（阪神・淡路大震災）が1995年1月17日に

発生する．それ以降が栄光の3年間とそれに続く挫折

（研究的な意味ではなく政治的な）の20年間である． 

ではまず15年の準備期間と栄光の3年間，および挫

折の20年間について，積み上げてきた学術的な成果

とその意義を整理してみよう．ただし，私や私のチ

ームが取り組んできた多くのテーマについてすべて

を整理し出したら，いくらあっても到底ページ数が

足りないので，ここでは私の主たる研究フィールド

である地盤構造同定とそれによる地盤増幅特性の評

価，およびそれを考慮した強震動予測・被害予測に

関連する話に絞らせていただく． 

言うまでもないことであるが，これらはすべて，

私一人で成し遂げたものではなく，多くの指導者・

共同研究者・研究協力者・研究支援者，そして優秀

な学生諸君とともに成し遂げたものである．また研

究上の社内のライバルや同業他社の研究者，そして

受託業務の発注者の方々からも様々な刺激や示唆，

批判をいただいたことが大いに役に立っている．こ

こに記してあらかじめ感謝の意を表しておきたい． 
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2. 準備の15年：不整形地盤解析と分離解析 
 

先に述べたように，不整形地盤解析と呼ぶ研究分

野は我が国では1977年の篠崎祐三博士の論文（小

堀・篠崎, 1977）が先駆的論文として高く評価される

べきものと考えている．そこでは地形の不整形性（い

わゆるTopographic effect）だけではなく，半無限地盤

に埋め込まれた不整形な盆地内の波動伝播について

も解が提示されている．この手の地形の影響や堆積

盆地の影響については1971年のSan Fernando地震の

際のPacoima Damで得られた1gを超える強震観測記

録を説明するために，円形キャニオンの上端部の応

答を求めたTrifunac(1973)の級数展開解が既に提示さ

れ，その後Wong and Jennings (1975)の境界積分方程

式法(BIEM)による解もほぼ同時期に提示されていた

が，そこで扱われているのは任意形状のキャニオン

の場合だけで，盆地構造の解析事例は含まれていな

い ． BIEM に よ る 盆 地 構 造 解 析 は 海 外 で は

Sánchez-Sesma and Esquival (1979)が最初である． 

我々は篠崎祐三博士の指導を得て，BEMにより盆

地端部に埋め込まれた基礎(Fig. 1)の応答を計算して

1982年の構造工学シンポにて公表している（川瀬・

中井, 1982）．これはなんと全編手書きの論文であり，

自分の字のきれいさに驚く．引用文献に年号がない

ものが散見されるのはご愛敬としてご容赦願いたい． 

そんな数値解析手法を開発しているうちに1985年

のMichoacan, Mexico地震が起こる．それ以前に我が

国では1968年十勝沖地震の際に八戸で継続時間の長 

Fig. 1 An irregular ground model used in the BEM 

analysis for an incident SH wave (after Kawase and 

Nakai, 1982). 

いやや長周期（八戸では2.5秒）地震動が観測され，

それが盆地内で増幅された地震動であることが指摘

されていた（地盤震動小委員会, 1976）．また関東平

野(Kudo, 1980)や大阪平野（鳥海, 1975）でも同様の

後続動が観測されていたので（現在ではそれはS波が

盆 地 端 部 で 表 面 波 に な る 盆 地 生 成 表 面 波

basin-induced surface wave，あるいは表面波が盆地端

部 で モ ー ド 変 換 さ れ た 盆 地 転 換 表 面 波 basin- 

transduced surface waveであることがわかっている），

Michoacan地震でのMexico Cityの長い継続時間の観

測波を見たとき，直ちにこれは盆地生成あるいは転

換表面波だと我々は確信したのである．それで翌年

の日本建築学会の地盤震動シンポでは，このBEMに

よる大規模盆地構造の継続時間延伸効果について報

告している（川瀬, 1986）． 

その自分たちで開発したBEMは渡米後の苦労の末

のIBM→DECへの移植作業により，波数積分法と結

合されてDWBEMとなり，さらに大規模な多層の盆

地構造へと拡張された．Kawase and Aki (1989)のSH

波入射の解析例をFig. 2に掲載しておく．この図は鉛

直入射したS波が盆地端部で回折波を生成し，表面波

となって盆地内を往復することで継続時間が長くな

ることを明瞭に示したもので，それまでもその存在

は理解されていたが(例えばBard and Bouchon, 1980)，

地表面上の多数地点で盆地生成表面波の伝播性状を

明らかにしたという点でエポックメーキングな論文

であったと自負している． 

Fig. 2 Time-domain responses on the surface of a double 

trapezoidal basin (on the left) for a vertically incident SH 

wave with the predominant period of 4 s, which 

corresponds to the fundamental resonant period of the 

basin (after Kawase and Aki, 1989). 

 

波動伝播の様相を図化することの重要性はKawase 

(1988)で既に指摘しており，先に述べた円形キャニオ

ンの応答特性も，それまでの研究のように周波数領

域で表示していたのでは，回折波が直達波と干渉す

るというとても美しい波動伝播現象は何も把握でき

なかった．しかし，この後1995年兵庫県南部地震の

際にクローズアップされる盆地端部での増幅的干渉

による「エッジ効果」はこのKawase and Aki (1989)
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の台形盆地構造に対する応答結果に既に明瞭に表れ

ているにも関わらず，それには全く気づいておらず，

何も指摘していない．これは当時盆地中央部での継

続時間延伸効果ばかりが我々の関心の的であり，盆

地端部近傍での最大振幅には眼が行ってなかったか

らである．「心ここに在らざれば…」の典型例であ

る． 

なお不整形地盤の実地盤での観測シミュレーショ

ンとしては IASPEI/IAEE Joint Working Group on 

Effects of Surface Geology on Seismic Motions

（JWG/ESG）のブラインド・プレディクション実験

の一環として,地震研の工藤一嘉助教授（当時）が尽

力され実施されたアレー地震観測の結果，参加者に

配布された足柄平野での観測波を用いたKawase and 

Sato (1992)，佐藤・他（1993），佐藤・他（1995）

の検討事例がある．このうち佐藤・他（1993）では

ボアホール観測で後続動部では地表と地中の観測波

の位相が一致していることを使えば表面波だと証明

できるとしていて，それ以前にはそういう解析はさ

れておらず，この方法では水平面内アレーが不要な

のでこれはよい方法だと思ったのだが，その後あま

り活用された形跡はないのが残念である． 

さて，本章のタイトルにある，不整形地盤解析と

並んでこの後の研究の柱の一つとなる分離解析とは，

多数の地震記録のスペクトルを用いて，それを震源

と伝播経路とサイト増幅の3つの要素に分離する解

析方法のことを言う．いわゆる距離減衰式や地震動

予測式(Ground Motion Prediction Equation, GMPE)も

広義には分離解析であるが，狭義の分離解析ではタ

ーゲットはフーリエ・スペクトルである．これは理

論的に時刻歴では合積(convolution)されている3者が

フーリエ・スペクトルでは単なる積になるからで，

その場合スペクトル・インバージョンとも呼ばれる． 

私が分離解析の面白さを知ったのは1993年釧路沖

地震の気象庁87型強震計のデータを解析した時から

である（川瀬, 1994）．解析の結果，釧路地点では地

形効果があって特定の周波数で大きなサイト増幅が

あること(Fig. 3)，苫小牧では驚くほど大きな長周期

側の増幅があることを報告している．苫小牧の大き

な長周期増幅は（これも勇払平野の盆地生成表面波

による）その後2003年十勝沖地震での石油タンク火

災の原因となった． 

その後分離解析は，佐藤智美博士（現清水建設技

研）の博士論文のメインとなった仙台アレーを用い

た一連の共著論文（佐藤・他, 1994a, 1994b, 1994c）

において多角的に試みられ，工学的基盤波と地震基

盤波は異なること，地中観測記録には地表反射の影

響が含まれていること，減衰には強い周波数依存性

があること，非線形性の抽出には弱震動でまず構造

同定が必要なこと，震源スペクトルは地震ごとに大

きく異なること，しかし-2の周波数特性は普遍的な

こと，など我々が今日では当然のこととして考慮し

ているモデル特性を全て観測事実に基づいて明らか

にした．これら一連の研究は我々にとってはその後

のモデル構築における基本立脚点となったのである

が，その広報活動が足りず，この時点で明らかにし

た情報の共有がコミュニティ内で十分されなかった

ために，未だにこれらの基本的なモデル拘束を前提

としない解析をしておかしな結果が報告される事例

が後を絶たないのは非常に残念である． 

Fig. 3 Site amplification factors separated at the Kushiro 

site by the two different sensors (after Kawase, 1994). 

 

3. 栄光の3年：兵庫県南部地震の「震災の帯」 

 

こうして「準備」を着々と進めていたところで1995

年兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）が発生した．

もちろんその時点まで我々は兵庫県南部地震の空前

絶後の大被害の原因究明に向けた準備を着々と進め

てきたとは全く思ってはいない．それならまるで予

言者である．この意味はあくまで，振り返ってみれ

ばそれまでの15年間は兵庫県南部地震の被害の原因

を解明するための準備に過ぎなかった，ということ

である．しかし，もしその準備が当時の我々になか

ったらその原因の解明は3年間では不可能だっただ

ろう．この我々とは私とそのグループという意味で

はなく，研究者コミュニティとしての意味である．

実際，地震波の特異な増幅＝エッジ効果という点に

限って言えば，複数のチームがほぼ同時に正解にた

どり着いたのである．しかしこの特別寄稿はレビュ

ー論文ではないので専ら著者中心のチームで得た成

果のみを取り上げていることをご了解いただきたい． 

兵庫県南部地震の際に最大の謎となったのは，何

故総数で全壊家屋約10万棟という大被害が生じたの

か(Photos 1, 2)，ということと，何故それが神戸市内 
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Photo 1 A collapsed wooden house (originally 2-storied) 

in Higashinada-Ward 11 days after the 1995 Hyogo-ken 

Nanbu (Kobe) earthquake (Photo by H. Kawase). 

Photo 2 Total road blockage by collapsed wooden houses 

in Higashinada-Ward 3 weeks after the 1995 Hyogo-ken 

Nanbu (Kobe) earthquake (Photo by H. Kawase). 

 

において幅1km，長さ20kmの帯状に分布したのか，

すなわち何故「震災の帯」は生じたのか，というこ

とであった．当初は中間層崩壊や象の足座屈などの

特異な現象や，被災者の「地面に叩きつけられる感

じがした」などの証言に着目して，極めて大きな上

下動が原因で大きな被害が生じたとする仮説もまこ

としやかに唱えられたり，震災の帯の直下に伏在活

断層が存在してその直上に被害が生じたとする説が

唱えられたりした．しかし震源域の強震観測記録に

はそのような大振幅の上下動は一切観測されていな

かったし，多額の費用をかけた大規模な反射法探査

にも拘わらず結局震災の帯の直下にそれらしい断層

は一切見つからなかった．実際には，その生成原因

は以下の3つの要因が複合的に作用したことによる

もので，個々の要素については複数のチームがほぼ

同時期に同じ結論を見出しているが，これら3要素を

全て一連の解析により定量的にそれが原因であるこ

とを明らかにしたのは我々のチームだけである． 

 

3.1 エッジ効果 

まず帯状の被害集中域，すなわち「震災の帯」が

生じた最も直接的な原因は，六甲断層系の数百万年

に渡る継続的な活動で大阪平野の北端部分には急峻

な段差構造ができており，そこでの不整形地盤応答

の結果，鉛直に近い盆地端部で生じた盆地生成回折

波＋表面波と下方からの直達S波が増幅的干渉を起

こす，我々が名付けた「エッジ効果」によって，盆

地端部から1kmほど離れた場所で大きな振幅の速度

パルスが生じたことである．Fig. 4にはKawase (1996)

に示されている三宮駅を含む北北西―南南東の2次

元断面の工学的基盤上の最大加速度と最大速度の空

間分布を震災の帯の位置とともに示す． 

Fig. 4 Peak ground acceleration (top) and peak ground 

velocity (bottom) distribution along the fault-normal 

direction across the Sannomiya JR station based on the 

two-dimensional FEM and the input motion derived from 

the JMA Kobe records (after Kawase, 1996). Allows 

indicate the location of the basin boundary. 

 

エッジ効果の生成原因については，その後川瀬・

他（1998）の3次元FDMを用いた数値解析によってそ

の波源が平面波か点震源か面震源かによらず，盆地

端部で岩盤側から盆地内部に射出された回折波＋表

面波が盆地内部をゆっくりと上昇してくる直達S波

と増幅的干渉を起こすことによって生じていること

を明らかにした．その波動場の同一性を示したスナ

ップショットをFig. 5に再録しておく．このエッジ効

果が波動の干渉によって生じることは，今となって
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は当たり前のこととして理解されているが，当時地

震学分野の研究者からエッジ効果の成因について間

違った解釈が流布されていたことから，正しい波動

論的解釈を明確に示したものである．この解析に際

しては当時米国のCalifornia州のPasadenaに事務所を

構えていたWoodward Clyde社のRobert Graves博士と

Paul Somerville博士の協力を得ているが，これも米国

留学で作り得た人脈が役立った一つの事例である． 

Fig. 5 Comparison of snapshots of incident S-wave 

(fault-normal component) impinging to the 2D 

rectangular basin structure (after Kawase et al., 1998). 

 

3.2 アスペリティ・パルス 

エッジ効果は波動干渉によるもので，そのレベル

と生成場所は入射波動の性状，特にその卓越周期に

大きく影響を受ける．従って入射波の特性を把握し，

その成因を明らかにすることが極めて重要である．

その点について我々は早い段階で震災の帯の中の波

動は決して短周期波動が多く含まれた複雑な波形で

はなく周期1～1.5秒が卓越する「やや短周期」パル

スの波群で構成されたものであることを掴んでいた．

その証拠は，一つには震災の帯の中で観測した余震

記録を使って各観測点直下の地下構造を同定し，そ

の構造を使って神戸大学で関西地震観測協議会

(CEORKA)が観測したKBU波を入力として使ってシ

ミュレーションをしたところ，Fig. 6に示すような大

振幅速度パルス群で構成された波形が得られたこと

（川瀬・他, 1995b），および神戸海洋気象台周りの

地震基盤までの盆地構造をモデル化し，デコンボリ

ューション（地盤増幅特性をはぎ取る逆算解析）に

よって地震基盤波を求めたところ，神戸海洋気象台

と同レベルで同じように周期1～1.5秒が卓越したや

や短周期のパルス波群が得られたこと（川瀬・林 , 

1996）による． 

Fig. 6 The observed velocity waveform at the KBU site 

used as an input (top) and simulated velocity waveforms 

at four aftershock observation sites in the damage belt 

(after Kawase et al., 1995b). 

 

震源近傍での波動がこのように短周期成分が少な

く，非常に整ったコヒーレントな波動であることは

俄かには信じがたいことであったが，後にそれは不

均質な断層破壊過程の特徴と震源から放射される波

動の基本的性状に起因するものであることが広く理

解されるようになった．前者はいわゆる破壊伝播に

伴う進行方向指向性 (forward rupture directivity)の効

果であり，後者は放射パターン(radiation pattern)の影

響である．いずれも古典的地震学の教科書には必ず

記載されているもので，震源からの放射波動の把握

と解釈には欠かすことのできない波動生成メカニズ

ムであるが，特に重要なことはこの震源からの破壊

進行方向の放射パルスの卓越周期が，コヒーレント

な破壊をする領域，それを当時はアスペリティと呼

んでいたのでここでもそれを踏襲するが（最近では

内陸地震の場合にはそれは強震動生成域 strong 

motion generation area, SMGAとほぼ同じであるとさ

れている），そのアスペリティのサイズに依存して

決まるということである．やや短周期パルスが観測

されるのは破壊進行方向に限られるため，このパル

スをディレクテビティ・パルスと呼ぶ研究者もいる
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が，パルスの卓越周期を決めるのはアスペリティ・

サイズであることから，これはアスペリティ・パル

スと呼ぶべきである． 

アスペリティ・パルスの生成については，後述す

る我々の検討に先行して震源インバージョン解析の

専門家による震源破壊過程の逆算結果から，その生

成にはそれに対応したアスペリティが必要であるこ

とが明らかにされていた（例えばKamae and Irikura, 

1995; Sekiguchi et al., 1996）．しかし，経験的グリー

ン関数法を用いたシミュレーションではアスペリテ

ィ内の滑り速度関数を直接求めることができない．

一方，断層面を小要素に分割し，同一要素での破壊

の継続を表現するために，時間をずらしつつ複数回

の破壊を発生させるマルチタイムウィンドウ型の震

源インバージョンでは，必ずしも特定の場所のコヒ

ーレントな破壊が1パルスを生成するとは限らず，

別々の場所が1パルスの生成に寄与するという，物理

的には起こり難い解が得られることがある． 

そこで我々は予めアスペリティのサイズと個数を，

先行研究を参考にして設定し，フォワード・モデリ

ングにより，その位置と内部の滑り速度関数を同定

するという震源破壊過程のモデル化を試みた（川

瀬・松島, 1998; 松島・川瀬, 2000）．その結果，Fig. 

7に示したような4アスペリティ・モデルとその滑り

速度関数が得られ，その結果ターゲットとした震源

域の観測記録をよく再現することができた．  

 

 

Fig. 7 The derived four asperity model and each slip 

velocity function, together with the source specifications 

(after Matsushima and Kawase, 2000). 

Fig. 8 The simulated peak ground velocity distribution on 

the fault-normal component derived from the four 

asperity model (after Matsushima and Kawase, 2000). 

Fig. 9 Comparison of observed (solid) and synthetic 

(broken) velocity waveforms derived from the four 

asperity model in the near-fault region (after Matsushima 

and Kawase, 2000). 
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さらにその4アスペリティ・モデルと三次元盆地構

造を組み合わせることで，Fig. 8に示したように，盆

地端部から少し内側に震災の帯を再現することがで

きた．Fig. 9には再現波形と観測波形の比較を示す．

震源から地表までを理論的方法により表現して約

2Hzまでの波形を再現できたのは当時としては画期

的であった．この後さらに我々は改良を加えて鷹取

(TKT)観測点での一致度の向上を目指して5アスペリ

ティ・モデルを提案し，Fig. 8で最大速度値が過小評

価気味となっている三宮以西の再現性の向上を図っ

た（松島・川瀬, 2009）．なおFig. 9において，神戸

港事務所(KKJ)，神戸港第八突堤(KD8)や六甲アイラ

ンド(RKI)，東神戸大橋(HKO)での観測波形（実線）

の後半部で再現波形（破線）よりも位相が遅れてい

るのは表層地盤の液状化によるものである． 

なお，松島・川瀬(2000)では，フォワード・モデリ

ングに先立ち，アスペリティのサイズや滑り速度関

数が破壊進行方向のアスペリティ・パルスに与える

影響についてパラメトリック解析を行い，アスペリ

ティ・パルスの周期にはアスペリティ・サイズが支

配的な影響を及ぼすこと，そのピーク振幅にはサイ

ズ以上に滑り速度関数のピーク値が影響すること，

しかし最終滑り量はアスペリティ・パルスの特性に

はほとんど影響しないことを報告している．これは

アスペリティ・モデルを運動学的震源モデルとして

構築してきた我々からすれば当然のことなのである

が，その後の展開で様々な研究者が様々なアプロー

チでアスペリティ・モデル（SMGAモデル）の妥当

性を検証し，我が国独自の震源近傍地震動の予測用

モデルとして構築された震源モデル，いわゆる入倉

レシピ（入倉, 2004）において，アスペリティあるい

はSMGAは最終滑り量の大きな領域として抽出され

ており（例えば内陸地震について宮腰・他, 2015の整

理を参照），その表層的結果として単純に「アスペ

リティ・パルスは滑り量の大きな領域から生じてい

る」との誤解が広がっていることはいささか嘆かわ

しい．アスペリティあるいはSMGAから震源近傍で

の被害に直結する地表でのアスペリティ・パルスが

生成されるのは，アスペリティあるいはSMGA内で

のピーク滑り速度が大きいからであり，入倉レシピ

ではそれを含めてモデル化することを指定している

わけで，それなくして震源域の大被害は生じえない

こと，逆に滑り量は大きいがピーク滑り速度は小さ

いアスペリティが存在しても被害には直結しないこ

とをもう一度確認しておきたい． 

 最後に，アスペリティ・パルスが内陸地震の震源

近傍で共通の脅威であることを松島（2020）が分か

りやすく解説しているので，そこで示されている兵

庫県南部地震とその後の代表的な内陸地震の震源域

での速度波形をFig. 10に紹介しておく． 

Fig. 10 Velocity waveforms observed in the vicinity of 

inland earthquakes of M7 class, except for the top one for 

the subduction zone event (after Matsushima, 2020). 

 

3.3 やや短周期パルスの構造物破壊能 

以上のように，震災の帯の中を含めて兵庫県南部

地震の震源域での観測地震動の最大の特徴は，周期1

秒前後の「やや短周期パルス」群から構成されてい

たことであり，それが震災の帯をもたらしたと考え

る以外に選択の余地はないのであるが，残された課

題は，果たして2Hz以上の短周期成分を多く含まない

「やや短周期パルス」が，共振周期が0.1～0.25秒に

分布している一般木造構造物や0.2～0.5秒に分布し

ている低層RC造構造物に対して，あれ程多大な被害

をもたらすことができるのかを証明することである． 

その建物の共振振動数に依らず，我々が初期の段

階で推定した強震動が短周期構造物に対しても十分

な破壊能を持っていることは林・川瀬（1996）にお

いて簡便な１自由度系の非線形応答解析によって示

されていた．また勅使河原・他（1998）は特定の建

物に対する非線形応答解析により再現波が十分な破

壊能を有していることを証明した．これらの解析結

果を元に川瀬（1998）では，やや短周期パルスだけ

が特に大きな構造物被害を引き起こせる地震動であ
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ることを，耐力と変形性能，エネルギー吸収の観点

から解き明かした．それを示したのがFig. 11に示し

た卓越周波数―最大加速度ダイアグラムである． 

 

Fig. 11 Equivalent predominant frequency versus peak 

ground acceleration to show the dangerous frequency 

zone (0.5~2 Hz) for structures (after Kawase, 1998). 

 

この図で横軸は水平入力地震動の最大加速度PGV

を最大速度PGVで割ってさらに2で割った等価卓越

振動数(Hz)である．最大加速度と最大速度が同じパ

ルスで生じている場合にはパルスの卓越振動数に等

しい．縦軸は最大加速度PGAそのものである．図中

のシンボルは1995年兵庫県南部地震，1999年台湾集

集地震，および2000年鳥取地震の観測データをプロ

ットしたものである．この図において，ピンクでハ

ッチした部分はPGAで800cm/s2，PGVで100cm/sの等

加速度・等速度ラインより上の部分で，これより大

きいと震度7レベルの大被害が発生すると考えられ

る範囲に相当する．その範囲を実現するための卓越

振動数上の上限も下限もないので，一見どのような

地震波であれその両方を同時に大きくすることが可

能なように見える．しかし卓越振動数が0.1Hzで800 

cm/s2を実現するためには1,274 cm/sのPGVが必要と

なる．同様に10HzでPGV=100 cm/sを実現するために

は6,280 cm/s2のPGAが必要となる．これらのPGA・

PGVは物理的に実現できそうにない．物理的な上限

としてPGAで2g，PGVで250cm/sを想定すると実現可

能な範囲は緑のハッチの下側となる．このことから，

実現可能でかつ危険な周波数範囲は両者に囲まれた

平行四辺形の領域となり，その卓越振動数は0.5Hz～

2Hzとなる．これが「やや短周期パルス」が構造物に

とって危険な理由である．要は速度も加速度も大き

なパルスを生成しようとすればそれは必然的に「や

や短周期パルス」になるということである． 

なお，境（2009）も一連の調査結果をもとに，同

じように大被害の生成にはやや短周期域の速度応答

が重要だと指摘しているが，その理由として，弾性

周期が短周期の構造物でも，大破レベルの被害が生

じる大変形時には構造物は非線形化するため結果と

してやや短周期域の速度応答と被害の相関が高くな

るとしている．これはもちろん構造物の応答に関し

ては現象論的に正しい解釈ではあるのだが，ここに

示したように，その仮定のように構造物が非線形化

するためにはまず層のせん断力が構造物の耐えられ

る限界=降伏耐力を超えることが必要であり，そのた

めにはPGAが大きくなければならない．さらに非線

形性が進んで限界変形を超える大変形を生じるため

には多くのエネルギーが必要であり，PGVが大きく

なければならない．よって建物が非線形化するため

にはFig. 11に示した平行四辺形の領域に入る「やや

短周期パルス」でなければならないのである． 

しかし，震災の帯を含むより広い範囲の再現強震

動が様々な種類の構造物に対して甚大な被害を引き

起こすことを証明し，それを将来の耐震設計や耐震

補強，あるいは防災対策に活かしていくためには，

より定量的な構造物の実耐力評価が必要であった．

それに際しては観測データのコンパイルだけではな

く，理論解析手法の整備も必要で，それなりの時間

が必要だった．結局我々が中低層RC造・低層鉄骨

造・木造の被害予測モデルの構築を報告した3部作が

完成したのは私が九州大学に着任した後の2002年で

あった（長戸・川瀬, 2001; 2002a; 2002b）．いずれも

建物の非線形応答解析用の入力地震動としては松

島・川瀬（2000）の再現地震動を用いている．この

被害予測手法の特徴は以下のようにまとめられる． 

１． 非線形応答解析モデルは当時確立していた最

新の手法に準じて作成する． 

２． その特性には新耐震以降の特性を仮定する． 

３． 大破以上の被害を出す判定を最大層間変形角

で行い，クライテリア（非木造1/30 rad，木造

1/10 rad）を事前に仮定する． 

４． 耐力モデルの異なる複数のモデルを設定し，

棟数分布には対数正規分布を仮定し，160m×

80mのメッシュごとに計算波形を入力してク

ライテリアを超えた建物比率をカウントする． 

５． 被害率にメッシュごとの建物棟数を掛けて被

害棟数を求めそれを総計した計算被害棟数が

観測被害棟数に合うように，種類別に平均耐

力レベルを同定する． 

この方法により，現実的な建物耐力のばらつきを
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考慮しつつ，建物種別・階数・建設年代ごとの平均

的な耐力の違いを定量的に考慮することができる．

ここでは木造構造物を例に，Fig. 12には仮定したス

リップ＋トリリニア型の非線形特性を，Fig. 13には

仮定した12個のモデルの耐力分布を，Fig. 14には解

析の結果得られた平均耐力1.95（壁倍率が新耐震で

規定されているだけ備わった建物が1.0の耐力を保

有すると仮定）を有する被害予測モデルから求めた

被害率分布と観測被害率分布を比較して示す． 

 長戸・川瀬(2002b)では，参照情報として用いた建

築学会近畿支部が実施し建築研究所が取りまとめた

調査結果には木造家屋の年代区分が含まれていなか

ったため，建築年代別の平均耐力を求めることがで

きなかった．その後，年代区分のある地方自治体が

実施した被災度判定情報を元に，その全壊区分に対

応する層間変形角を1/30 radとして年代区分を有す

る木造被害予測モデルを再構築した（吉田・他, 2004）．

得られた年代区分別の平均耐力をFig.15に示す． 

 

Fig. 12 Assumed nonlinear characteristics for a wooden 

house (after Nagato and Kawase, 2002b). The horizontal 

axis is the drift angle while the vertical axis is the 

base-shear coefficient, which is assumed to be 0.2 at the 

drift angle of 1/120 based on the current building code.  

Fig. 13 Assumed yield coefficients for 1st and 2nd floors 

for a wooden house (after Nagato and Kawase, 2002b). 

Fig. 14 Comparison of simulated and predicted damage 

ratio distributions of a wooden house in 

Higashinada-Ward, Kobe, during the 1995 Hyogo-ken 

Nanbu earthquake (after Nagato and Kawase, 2002b). 

Fig. 15 Average yield strength ratios of wooden houses 

with different construction ages derived from the damage 

survey by local governments after the 1995 Hyogo-ken 

Nanbu earthquake (after Yoshida et al., 2004). 

 

3.4 表層地盤の非線形応答 

我々は表層地盤の非線形応答についても定量的な

シミュレーションを行い，その影響を明らかにして

いる．先にも述べた神戸市内の余震観測点のシミュ

レーション（川瀬・他，1995b）では，Fig. 6に示し

た等価線形化法によるシミュレーションに加え，有

効応力解析法による液状化を考慮した表層地盤応答

解析も実施しており，液状化を考慮しても同様に大

きな最大速度が得られることを明らかにしている．

またボアホール観測記録のあったポートアイランド

では，他の専門家に先駆けて定量的なシミュレーシ

ョン解析結果を提示し，適切なモデル化により液状

化を含む地盤の非線形応答をよく再現できることを

示すことができた（川瀬・他，1995a）． 

Simulated

Observed
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3.5 余談その１：翌日の余震観測 

私は1995年1月17日の朝，NHKのニュースで放映さ

れた阪神だったか阪急だったか忘れたが客車が横転

している映像を見てこれは直ちに余震観測に行かね

ばならないと決意して，出社と同時に山原浩大崎研

究室研究部長（当時）に直談判して許可をもらい，

入社後間もない松島信一研究員（当時，現防災研教

授）とともにその足でレンタカー（忘れもしないス

バルレガシィツーリングワゴン）を借りて，さらに

東京駅前のレンタル会社で携帯電話を借りて，技研

に行って地震計を2台荷台に積み込んで用賀から東

名高速に乗り込んだ時にはもう夕方近かった．しか

しこの即断即決が功を奏し，清水建設からは唯一

我々だけが現地調査に入ることができた．何故なら

我々が出発した直後に状況を把握した本社から「一

切被害調査はまかりならん．顧客支援を最優先にせ

よ」との指令が出されたからである．それから応援

に向かっている東京消防庁のキャラバンを追い抜き

つつ彦根まできたら名神は封鎖されており，1号線は

高速から降りてきた車で大渋滞だった．土地勘のあ

った私はすぐさま湖岸道路に出て，瀬田から京滋バ

イパスに入ろうと思ったが，京滋バイパスも閉鎖，

仕方がないので石山からグルッと天ヶ瀬ダムを廻っ

て京大防災研に着いたのは夜中の11時を回っていた．

そこで司令塔となっていた入倉先生（当時教授）・

松波先生（当時助教授）・岩田先生（当時助手）と

打ち合わせて，松波先生率いる防災研部隊（超いか

ついランドクルーザー）に同行し，深江の阪神高速

の転倒箇所を南北に挟んで海側と山側にそれぞれ2

点ずつ余震観測点の設置を分担することになった． 

翌朝朝5時に起きて，大阪からのアクセスは封鎖さ

れているとのことだったので亀岡廻りで六甲山ドラ

イブウェイを使って三宮経由で現地入りする計画だ

った．三宮に入るまでは比較的順調だった．ありが

たいことに六甲山ドライブウェイは封鎖されておら

ず，おまけに係員もいなかったのでフリーパスだっ

た．しかし中山手通りに入ったらピタリと動かなく

なった．私が経験した中で間違いなく最悪の渋滞で

あった．ほとんどの車は避難する方々の車であった．

そしてあちこちで救助活動はまだ続いていて，目の

前で遺体が戸板で運ばれていった．ひっきりなしに

救急車のサイレンが聞こえるがその姿を見ることは

ほとんどなかった．海寄りの，被害の甚大な地区を

走行したかったが，当時海岸のコンビナートから可

燃性のガスが漏れているとの通報があって，中山手

通より南側の地区は封鎖されていた．私は設置を予

定していた神戸商船大学から5 kmほどの地点で現地

の状況を事前に把握する必要があると判断し，運転

を松島研究員に任せて徒歩で大学に向かった． 

その急ぎ足で向かう道すがら，一階も二階も完全

に崩壊した木造家屋の瓦屋根の真上に学生服を着た

中学生の男の子と小学生の女の子が二人並んで体育

座りをしているのが目に入った．二人ともただ茫然

と虚空を見つめていた．声を掛けるべきか，掛ける

とすれば何といえばよいのか，しばらく考えたが何

も思いつかなかった．少なくとも物理的な助けを必

要としているようには見えなかった．大丈夫か？と

聞けば大丈夫じゃなくても大丈夫だ，というだろう．

観測に必要な機材以外に食料も毛布も何も持たずに

出てきてしまった我々には被災者に差し伸べられる

ものは何もなかった．だから私は自分にこう言い聞

かせるしかなかった．今の私のミッションは彼らに

何か助けを申し出ることではない．我々のミッショ

ンは今ここでしか観測できない貴重な記録を採るこ

とだ．記録を採って原因を解明して再発を防ぐこと

だ．一刻も早く設置しなければ余震を取り逃がして

しまうかもしれない．冷たいから無視するのではな

い．それが自分に課せられた義務だから仕方なく見

て見ぬふりをするしかないのだ．しかし，いくらそ

う自分に言い聞かせても納得していないもう一人の

自分がいた．何故ならそれは自己欺瞞だと知ってい

たから．この時の私はこの震災の原因を解明してそ

の名を売ろうと功を焦っている自己中の若造に過ぎ

なかった．今の私ならきっと彼らに駆け寄って手を

握って，大変だったねつらいねでも負けないでね頑

張ろうね，と言うだろう．それは今の私があの時の

私よりも優しいからではない．今の私は知っている

のだ，そうしなければ，たとえ後でどれだけ言い訳

しようとも，一生そうしなかったことを後悔すると

いうことを． 

1時間ほどして大学について大方の建物が健全な

ことを確認して現地の責任者に設置許可をいただき，

また1時間かけて車に戻ったとき，車はわずか200m

ほどしか動いていなかった．一瞬迷ったが最早決断

するしかなかった．このペースでは絶対に今日中に

大学にたどり着けないことは明らかだった．それで

中山手通を離れて封鎖されていた海側の地区に入っ

た．どこにも漏洩したというガスの痕跡などはなか

った．ただ被害は甚大で低層RC造建物が転がって道

路を塞いでいた．左右の電信柱が根元からポッキリ

と折れて十文字になっていた．そのたびに通る道を

変えて人子一人いない無人の廃墟を商船大学までジ

グザグに進んだ．時間にして20分もかかったであろ

うか．そうやってやっとの思いで大学にたどり着き，

その中破した講堂のトイレに地震計を無事設置した

時点でもう外は真っ暗であった． 

そんなにまでして観測した結果は川瀬・他（1995b）

とIwata et al. (1996)，Pitarka et al. (1996)に結実した．
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しかし振り返ってみれば，それはただそれだけのこ

とでしかない．確かに原因の解明はできた．しかし，

あの日，あの二人を見捨てた時に二人に秘かに誓っ

たことは未だ全く達成されてはいない． 

 

3.6 余談その２：危うく首になりかかった話 

この震災の帯の解明については一部の人しか知ら

ない余談がある．我々はエッジ効果で震災の帯がで

きたという話を1995年の秋の地震学会大会で発表し

ようとしていた．それで予稿集を見た朝日新聞科学

部の記者から取材の依頼があった．それまで清水建

設では今村社長（当時）の方針で，兵庫県南部地震

に関しては対外的に一切のコメントを発表しておら

ず，貝のように口を閉ざしていた．それでいささか

躊躇したが，これは学会発表への取材であって清水

建設への取材ではない，学会発表の許可は得ている

のでそれについて取材されることは私の責任ではな

い，と勝手に理屈を作って取材を受けた．そしたら

何とそれが地震学会大会前日の夕刊の一面トップに

載ってしまった．今村社長は東京に戻る新幹線の中

でその新聞を手にして驚愕した．取材を許可してい

ないのにこいつは何を勝手に発表しているのだと．

それで山原浩大崎研究室部長にその場で電話をされ

た．電話に出た山原部長は，それは地震学会に発表

する成果を取材されたものでこちらから記事にして

くれと頼んだものではありません，と社長に説明を

して事なきを得た．私が前日に山原部長にはこのこ

とをお伝えしておいた方がいいと思って取材は止め

ようがなかったことを説明しておいたからである．

もしもそれをしていなかったら社長から雷が落ちて

責任を取らされていたかも知れなかった．幸いにし

て今村社長はこれをきっかけに清水建設として対外

的にコメントを出すことを決断されたと聞いている． 

 

4. 挫折の20年：予測強震動の設計への実装 
 

ここからは少し後ろ向きの話になる．誤解のない

ように申し上げておくが挫折したのは研究そのもの

ではない．震災から3年が経って上記の「震災の帯」

の生成原因の解明があらかた片付きつつあった頃，

私は現行の強度に頼った耐震設計＝剛構造設計では

阪神・淡路大震災の再来を防ぐことはできないと考

え，純粋に耐震工学上の観点から建築基準法の改正

は不可避だと考えるに至っていた．誤解されている

向きもあるようなので，ここで明確に示しておきた

いが，壊れたのは旧耐震建物だけで新耐震建物（1981

年以降の耐震設計基準の改正後に建てられた建物の

こと）は大丈夫だったかのように（専ら既得権益を

守ることを目的としている方々によって）喧伝され

ているが，実際はそうではない．建築学会の報告書

はもとより，長戸・川瀬(2001; 2002a)や勅使河原・他

(1998)にも示されているように，新耐震建物も多数被

災したのである．また新耐震設計法で導入された変

形性能にも配慮された保有耐力設計法が有効に機能

して新耐震建物は守られたと根拠なく信じている研

究者・実務者も多いが，実際には保有耐力設計を要

求されそれを満たしていた新耐震建物の割合は全体

の10%以下と推測され，多くの新耐震建物は1981年

改正時の様々な仕様規定の変更により守られたので

ある．これはつまり剛構造設計のまま機能したとい

うことを意味している． 

それの何が問題かというと，Fig.12に示したように，

震災の帯の中の地震動を受けた構造物は，被害の発

生に向かう過程の中で，その大きな入力加速度によ

って生じる層せん断力によっていずれは強度の限界

を超え，非線形化するわけであるから，変形量の小

さい（通常1/100）段階での性能である強度だけを大

きくする剛構造設計では，やや短周期パルスの震源

近傍地震動に対して最終的に持ちこたえられるのか

大破するのかについて，何も制御できているとは言

えず，経験的に「まあこの強度を与えておけば大概

は大丈夫だろう」と判断するしかないということで

ある．Fig. 11でいうと，右上がりの等速度線が重要

で，保有耐力として建物が耐えられる最大速度が入

力の最大速度以上あれば応答は限界以下に抑えるこ

とができるわけであるが，前述のように現状90%の

建物は許容応力度設計で設計されており，その点に

ついて何も担保されておらず，強度，すなわち耐え

られる等加速度ライン（水平線）だけが守られてい

るのである． 

というわけで，1998年の時点で問題は既に明確と

なっており，私の研究方針も確定していた．しかし

建設会社に居ながら建築基準法に欠陥ありと声高に

主張することは自己矛盾だった．何故なら建設会社

は現行の基準法を遵守した建物を作って録を食んで

いるからで，その基準法に問題があるとわかってい

るのにそれを守っただけの構造物を顧客に売ってい

るのでは二重の裏切り行為である． 

そんな折，1998年4月に急遽九州大学から助教授と

して赴任しないかというお誘いを受けた．明日まで

に返事をしろ，と言われて待遇も何も一切聞かず，

家族の反対も押し切って赴任することにした．言論

の自由が保障されているアカデミーの世界から「現

行の剛構造設計に未来なし」故に「場所と震源を特

定した予測強震動に基づく動的設計を全ての建物

に」をスローガンに，阪神・淡路大震災の再来を防

ぐ新しいパラダイムの確立に向けて世間を説得した

かったのである．その時の私は愚かと言った方がい
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いほどナイーブだった．あるいは傲慢だったと言っ

てもいい．「真実を言い続けていれば必ずいつかは

それを人々は受け入れてくれるはずだ」と根拠なく

信じていたのだ．その甘い見通しが結局徒労に終わ

った20年間の研究成果の普及・展開活動に結実した． 

 

4.1 分離手法と強震動予測手法の開発 

九大に1998年10月に赴任して最初に取り組んだの

は1996年以降の全国に敷設された強震観測ネットワ

ークによる強震記録を活用した統計的グリーン関数

による強震動予測手法の開発であった．その基本は

観測スペクトル特性を震源・伝播経路・サイトの3

特性に分離するいわゆる一般化スペクトル分離解析

（Generalized Spectral Inversion Technique, GIT）であ

る．着任した時既にM1だった伊藤茂郎君は非常に優

秀で，伊藤・川瀬（2001）と伊藤・他（2001）の2

編の論文をわずか1年半の指導で修士論文の成果と

して書き上げてくれた．彼の研究の流れを受けてそ

の後中道・川瀬（2002）においてはアレー微動観測

で基準地点での速度構造を求めそれを重力探査結果

と組み合わせて三次元速度構造を構築，ハイブリッ

ド法で警固断層による福岡市内の予測地震動を求め，

それを川瀬・他（2003）で被害予測モデルに適用し

震源域での被害率を推定した．同じように川瀬・増

田（2004）では八代平野で微動計測し地下構造を同

定して日奈久断層による八代平野の地震動予測と被

害予測を行った．この2つの予測の対象震源は，想定

破壊セグメントとしては都市に最も近い既知の活断

層上に想定したので完全に同じだったわけではない

が，2005年福岡県西方沖地震と2016年熊本地震とし

てその後発生した． 

分離手法に関しては第二世代になる松尾秀典君が

極めて優秀で，2002年に卒論内容で松尾・川瀬(2002)

の論文を仕上げると，修論ではYMGH01を基準点に

したK-NETとKiK-netを使った当時としてはおそら

く最大規模のスペクトル分離解析を行い，それを素

材に川瀬・松尾(2004a; 2004b)では現在でも通用する

震源スペクトル・伝播経路特性，およびサイト特性

に関する多くの有用な知見を提供した．彼の分離解

析コードは，その後私が京大異動後に川瀬研究室に

来てくれた仲野健一君に引き継がれ，仲野・他(2014, 

2015)の2大作として結実した．その後も仲野君とは

共同研究を継続し，仲野・他(2019)や仲野・川瀬(2021)

のような成果を上げている． 

分離解析のボトムラインとして，基準観測点とし

て地震基盤を選択し，ターゲットとしてS波部分のみ

を切り出してそのフーリエ・スペクトルを用い，伝

播経路特性として地域性を考慮すれば，予測のばら

つきは1.5倍／1.5分の1にまで減らせることを示せた

ことは大きな成果である．通常，全継続時間を用い

て，工学的基盤を基準にし，伝播経路の地域性を考

慮せずに応答スペクトルを予測すると2.5倍／2.5分

の1以下にばらつきを減らすことは困難である． 

 

4.2 建築学会への展開（あるいは展開未遂） 

建築の世界では超高層建物の設計に動的応答解析

手法が当初から導入されてきており，若い研究者に

は信じられないことであろうが，米国で1940年に観

測されたEl Centro波と1952年に観測されたTaft波が，

最大速度振幅を50cm/sに規準化されたうえで，兵庫

県南部地震以降も設計用の標準波として使用されて

いた（そして今も使用されている）．その際，地域

固有の地震動特性を反映させるという意味で地域波

（今はサイト波）も設計に用いるべしという指導が

あり，関東では東京205などの名称の小規模地震の波

形などが用いられたりした時期もある．しかし曲が

りなりにも民間の通常の構造物に対して地震波形を

用いた設計が行われていたわけで，動的解析への道

はそこを突破口にするしかないと思っていた．それ

で私の建築学会での主な活動の場であった地盤震動

小委員会の幹事として，2002年から地盤震動シンポ

ジウムのテーマに「地盤震動研究を耐震設計に如何

に活かすか」という副題を付けて5年間継続的に取り

組むことを提案し，2002年からその企画を組んだ．

2003年に同小委員会の主査になってから4年間その

企画を続け，2006年の地盤震動シンポジウムでこれ

を総括した．是非2003年の主旨説明（川瀬, 2003）と

2006年の主旨説明（川瀬, 2006）を読み比べていただ

きたい．この周到な準備を経て多くの方々のご協力

により我々は満を持して「設計用入力地震動作成指

針」を取りまとめ，これを世に出そうとした．2008

年のことである．出版の承認に必要なすべての手続

きは通常通りの手順で全部完了していた．しかしい

ざこれを指針として出版しようとしたところ，El 

Centro波・Taft波でもって長年超高層建物の耐震設計

を監修してきた大御所からの理不尽な横槍が入って，

結局この指針の原稿は2009年3月になって「最新の地

盤震動研究を活かした強震波形の作成法」という，

設計の「せ」の字もない意味のわからないタイトル

の一般専門書籍に変更することを強制され，当初の

企画の意図が捻じ曲げられた形で出版された．その

ような恵まれない出自にも拘わらず幸いにしてこの

本は（極めて珍しいことに）数年前に初版が売り切

れて第二版が印刷されており，長きに渡り多くの

方々に活用されているようで大変うれしく思ってい

る．しかしこの事件のおかげで建築学会の委員会に

は言論の自由がないことが明らかになり，それ以上

人生を無駄遣いせずに済んだことは幸いである． 
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4.3 地震本部：強震動予測地図 

1995年兵庫県南部地震以降の日本の強震動地震学

の発展の社会への出口として，地震調査研究推進本

部が全国を対象に展開している強震動予測地図の作

成に向けた研究・開発と地図の発行は，社会への貢

献として非常に高く評価されるべきものであり，そ

の基盤となっている防災科技研の強震観測網の整備

とデータ公開は世界の研究者にとっても宝の山とな

っていて，強震動地震学の発展に計り知れない寄与

と国際貢献を果たしてきた．しかし，上記の建築学

会の場合と同じように，強震動予測地図をつくって

シナリオ型強震動予測で予測波形を誰でも自由に使

えるようにこれを配布してきている（ J-SHIS：

https://www.j-shis.bosai.go.jp/）にもかかわらず，工学

者は頑としてその利用を拒絶し続けている．そして

今日もまたEl Centro波・Taft波でもって超高層RC造

住宅が設計され，建てられているのである． 

3年ほど前に米国地震学会のwebsiteの記事にする

というので (https://www.seismosoc.org/news/at-work- 

hiroshi-kawase/)記者にインタビューされたことがあ

る．記者は「日本の工学と理学の間の連携は米国よ

りもうまくいっているんでしょう？だって被害が少

ないもの．」と言うので，「いやいや，そんなこと

はありません．日本の建物が丈夫なのは過剰なほど

丈夫にしておかないと実際に被害が出るから．経験

的に強くしているだけで理学的発見を工学屋が取り

入れてくれているからというわけでは全くないので

す．」と言ったら驚いていた．記事ではその辺りは

上手く表現されているが． 

 

4.4 2011年東北地方太平洋沖地震 

2011年の東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）

では，津波被害は非常に顕著であったが，地震動に

よる被害，いわゆる震害は極めて軽微であった．こ

れについては川瀬・他(2011)に示したように，Fig.12

の等価振動数―PGAダイアグラムで説明できる．つ

まるところ，東北地方太平洋沖地震ではこの図の危

険領域に入る速度も加速度も大きいやや短周期パル

スを含んだ地震動は見当たらなかったのである．そ

れについては兵庫県南部地震との比較として川瀬

（2013b）にもまとめてあるので参照されたい．この

ように東北地方太平洋沖地震は地震災害管理学的な

意味では挫折の地震ではなかった．しかし「東北地

方は雪が多いので耐震性が高いから被害が少なかっ

た」などという言説を未だに耳にすることがあるの

には罪悪感を感じざるを得ない．我々の努力が未だ

不十分であることを示しているからである． 
 

4.5 2016年熊本地震 

2016年熊本地震では熊本県益城町の町役場を中心

にしてその南側に幅100m以下，長さ1km以下の小さ

な震災の帯が形成された．その生成要因は兵庫県南

部地震のそれとは異なっている．しかし被害の甚大

だった地域において「やや短周期パルス」が卓越し

た地震動が入力していたことは確実であり，我々は

微動調査で得た地下構造の非線形応答特性と上述の

木造建物被害予測モデルを用いてその被害分布とレ

ベルを再現している(Sun et al., 2021)．従って，地表

面に断層運動に伴う地変が存在していたことは事実

かもしれないが，それが益城町の被害の集中に寄与

していたとは考えられない． 

この熊本地震では新耐震の建物に被害が出て，兵

庫県南部地震でさえ作られなかった検討会が国交省

の元に作られて基準法の改定の必要性について検討

したが，当然予想されたように，結論は改定の必要

なしであった．それは新耐震の被災建物棟数が限ら

れていたことが大きいと思われるが，あれが神戸市

規模の都市直下であれば母数が100倍くらいなので

新耐震の全壊棟数も100倍=数千棟は出たはずで，そ

れでもまた「新耐震はOK」という結論を出したので

あろうか． 
 

4.6 壁柱工法 

上述の構造物に大変形をもたらす「やや短周期パ

ルス」に対応できる新しい耐震補強工法として，間

伐材の角柱を9本並べて半間の耐震壁にして構造物

を倒壊から守る「吸震工法 壁柱」を2009年から大

阪府木材連合会と共同で開発した（川瀬・他, 2009）．

Photo 3には前面と背面に半間の壁柱補強壁を両側に

入れた振動実験用の1層6畳間の試験体例を示す． 

この写真のような振動台を用いた実大の振動実験

を繰り返し，その大きな変形性能を確認し， 認証機 

Photo 3 A specimen for a shaking table test of a 

one-room wooden house model with “Wall-of-Columns” 

reinforcements. 
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関（日本建築総合試験所）に依頼して壁倍率の認定

も取り，さらに2階建の実大構造物を防災研の敷地に

建設してその引き倒し実験も行った(Kawase et al., 

2017)．この工法は1室の四隅に入れることによりシ

ェルターとしても機能し，従来型の「新耐震並みに

全体を剛にする」耐震補強工法に比較して1/2～1/3

の工費で補強することができる（http://www.mokuzai. 

or.jp/2-enlightenment-kabehashira.html）．しかし，こ

こでも既存抵抗勢力の見えない壁は極めて強固で，

役所に補助金支給をお願いしても要件のハードルを

次から次へと繰り出し，それをクリアするために多

大な時間と労力と費用を掛けたものの，結局工法が

完成してから計60件ほどの施工事例を得ることはで

きたが，1室補強への大きなトレンドを作るには至ら

なかった．つまるところより儲けの大きい既存工法

を普及することで共存共栄している世界に新興勢力

が低価格を武器に乱入したところで，多勢に無勢で

この国では太刀打ちできないということである． 

 

5. 最近の3年：見えてきた新しい地平 

 

以上，3年前に定員ポジションから早期退職して寄

附講座の特定教授に異動するまでの九州大学での10

年間と京大防災研での10年間の活動経緯はいささか

暗い話になってしまったが，2018年から同じ防災研

社会防災研究部門内に作っていただいた寄附講座

「地震リスク評価高度化（阪神コンサツタンツ）研

究分野」に移ってからは，それまでの桎梏を離れて，

より学術的な観点から，熊本地震をはじめとする過

去の大地震に謙虚に学び，新しい強震動予測・地震

リスク評価の枠組みを作るべく，動き出している．

以下ではその最新成果の一端を紹介したい． 

 

5.1 動的破壊シミュレーション 

断層破壊は動的な現象であり，我々がこれまでの

強震動予測で用いてきたように，断層面上の滑り量

と滑り速度を直接規定する運動学的モデルでは，断

層面上で時々刻々変化する応力状態を常に釣り合っ

た状態で表現できているわけではない．従って運動

学的断層モデルが確立したのとほとんど時を同じく

して動的破壊モデルは提案されたのであるが，これ

までの動的破壊モデルは断層面上の不均一性を十分

に反映したものではなかった．その中でPitarka et al. 

(2009)は応力降下量分布に運動学的震源インバージ

ョン結果から抽出した統計的性質を導入し，複雑な

空間分布を有する応力降下量が断層の動的破壊過程

に与える影響について検討した．我々はそのPitarka

博士らの提案したランダム変動モデルに，さらに我

が国で考案され妥当性が検証されてきた矩形のアス

ペリティあるいは強震動生成域(SMGA)を断層面上

に複数個配置する，いわゆる特性化震源モデル（入

倉, 2004）の考えを断層面上の応力降下量分布に導入

し，その影響をパラメトリック解析により明らかに

した．これはPitarka博士との共同研究である． 

現時点では熊本地震クラスの想定断層による動的破

壊シミュレーションまでしか実施できていないが，

現時点で我々が見出した最も重要な発見は，応力降

下量がほぼ一様に大きいアスペリティあるいは

SMGAを置いて破壊させると，アスペリティ内およ

び周辺の滑り量の空間的変動は比較的小さいのに対

して，ピーク滑り速度の変動は非常に大きいことで

ある．Fig. 16には一例として長さ25 km，幅15 kmの

断層面上に2つのアスペリティをセットした事例（破

壊後の滑り量分布と仮定した応力降下量分布）を示

したが，滑り量は確かにアスペリティで大きくなっ

てはいるが周辺はなだらかな分布をしており，震源

インバージョン結果のようなくっきりとした滑り量

分布とはなっていない．破線で示したアスペリティ

中央を通る断層を縦断する直線上の滑り量分布（左）

とピーク滑り速度分布（右）をFig. 17に示すが，滑

り量分布が滑らかな形状をしているのに対し，ピー

ク滑り速度分布は破壊進行方向に急激に増大する強

い空間変動特性を示しており，これが震源近傍で観

測されている「やや短周期パルス」の原因である可

能性が指摘できる． 

Fig. 16 Slip distribution as a result of dynamic rupture 

simulation on the left with two distinctive asperities on 

the right (after Manpo et al., 2018). Dark blue broken 

lines are the measurement line for Fig.17. 

Fig. 17 The slip distribution as a result of dynamic 

rupture simulation along the vertical line shown in Fig.16 

on the left and the peak slip velocity distribution along 

the same line (after Manpo et al., 2018). Arrows at the 

bottom of each panel show the location of the asperity. 
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5.2 バックプロジェクション解析 

これはギリシャ・アテネ観測所のEvangelidis博士

との共同研究である．バックプロジェクション解析

とは，ローカット・フィルターを作用させた高振動

数域のみの観測波形を小パケットに分解し，それを

伝播時間を考慮して色々な場所で重合させ，最も大

きな振幅を得た場所をその時刻に対応した高振動数

波動を放出した場所（ブライト・スポット）である

とする手法である．通常のバックプロジェクション

解析では各観測地震波の振幅情報は使えないので，

重合前に正規化する必要がある． 

我々はスペクトル・インバージョンで求めた熊本

地震の震源スペクトルと各地点の位相情報から，各

地点におけるサイトおよび伝播経路特性を補正した

震源波を求め，それを正規化して求めたブライトス

ポット位置に重合することにより，各ブライト・ス

ポット位置における速度エネルギー放出量を求めた

（川瀬・他, 2021）．Fig. 18に得られたブライト・ス

ポットの平均速度パワーの分布を示す．横軸は経度

で左が西側に対応する．この図から，発震点より西

側の日奈久セグメントの発震点近傍のエネルギー放

出量が多いこと，東側の布田川セグメントでは東に

行くほど小さくなっていることがわかる．これを深

さ方向で見てみると，日奈久断層側のエネルギー放

出量が多いブライト・スポットは浅い場所にありな

がら大きな放出量を示しているが，東側のブライ

ト・スポットでは明瞭な深さ依存性を示した．これ

は東へ行くほどブライト・スポットが浅くなってい

ることを意味している．実際，布田川断層中央部の

地表面に断層変位が20kmに渡って表出した区間で

は浅い部分にはブライト・スポットは存在せず，そ

の区間に結像しているどのブライト・スポットもそ

の深さは5km以上と深い． 

 

Fig. 18 The averaged velocity power distribution along 

the longitude direction at the bright spots based on the 

back-projection analysis. 

 

5.3 HV比の新しい使い道１：速度構造逆算 

地表面の観測地動の水平と上下のスペクトル比

（horizontal to vertical spectral ratio, HVSR）に関し，

当初鉄道総研（当時）の中村豊博士がNakamura 

(1989）で提案したのは，このHVSRはS波の増幅率に

等しいという仮説である．この場合，広い周波数に

わたって，地震基盤で水平と上下の比が1であること，

および地震基盤から地表面までの上下動の応答で増

幅は無視できるほど小さいことが必要である．その

後この地動のHVSRを求める方法が広く普及してい

く中で「中村の方法」としてHVSRを求めること自体

を指す研究者が多くなっていくが，Nakamura (2019)

が主張するように，元々の「中村の方法」とはHVSR

を計算すること自体を指すものではなく，それがS

波の増幅率に等しいことを主張したものである．よ

ってその仮説を採用している場合にはそれを「中村

の方法」ではなく「中村の仮説」と呼ぶべきである． 

ともあれ，中村の提案は当初は微動（地盤の常時

生じている微小な揺れ）に対するものであったが，

地震動についても言及されており，両者のHVSRにつ

いて数多くの事例研究が実施・報告された．当初の

中村の記述が曖昧だったためその後の事例研究でも

地震動のHVSRと微動のHVSRを峻別しない事例が

多く，それが不用な混乱を招いた．それはともかく，

HVSRは1点の地表面の観測記録から求められるので，

もしもそれが本当にS波増幅率に等しいのであれば

便利なことこの上ない．そのためNakamura (1989)以

降，多くの研究者がその有効性の証明あるいは信頼

性の無さの証明に取り組んできた．しかし有効性が

あるという論文の方が多かったものの，両者は対応

しないというネガティブな報告も多かった．そもそ

もHVSRに対する理論解が存在しなかったためにこ

の論争は20年以上に渡り決着がつかなかった． 

2011年にSánchez-Sesma et al. (2011)が微動のHVSR

の理論解を発表，続いてKawase et al. (2011)が地震動

のHVSRの理論解を提示して長年の論争に終止符を

打った．HVSRはS波の増幅率に似てはいるが一致は

していないこと，微動と地震動のHVSRも似てはいる

が一致はしていないこと，の2大事実が理論的に示さ

れたのである．特に地震動のHVSRは地震基盤からの

水平増幅率を上下増幅率で割り，地震基盤での水平

入射波に対する上下入射波の比率を掛けたものにな

ることが示された． 

この地震動のHVSRを用いた地震基盤から上の地

下構造の逆算は，以下に示すように，厳密にはここ

最近の3年間に始めたものではないが，ここに来て幅

広い応用事例が次々と積み上げられつつあるので敢

えてここで取り上げておきたい．Kawase et al. (2011)

のS波部分の理論解を用いた速度構造のインバージ
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ョンはDucellier et al. (2013)に始まるが，ハイブリッ

ドヒューリスティック探索を用いたより強力なイン

バージョン手法が長嶋史明特定助教により提案され

(Nagashima et al., 2014)，その後吹原・他(2015)や森・

他(2016)，萬保・他(2018)においてこの長嶋の方法が

活用されてその有効性が検証されてきた．さらに長

嶋・他(2018)では地表・地中比との同時インバージョ

ンで地中観測点から上の層の平均減衰率も同時に求

める方法を提示している．また長嶋・川瀬(2018)では

拡散波動場理論に基づいて地表での観測上下動から

地震基盤での水平動を求める方法を提案しており，

それは熊本地震での益城町における本震シミュレー

ションのための地震基盤入射波を求める際にも用い

られた(Sun et al., 2020)．その他にも，現在進行形の

プロジェクトとして，カリフォルニア南部のUSGS

観測点網への適用研究(Yong et al., 2021)やスイスの

強震観測網への適用研究(Chiappa et al, 2018)が進ん

でいる．また長嶋・川瀬(2019)では，HVSRのインバ

ージョンでS波の方がP波よりも拘束力が強いために

S波速度の従属変数としてP波速度を設定することが

多く，そのためK-NET・KiK-netのボーリング調査で

得られた地盤情報を分析して水の飽和状態を考慮し

たS波とP波の変換式を提案している． 

この拡散波動場コンセプトに基づく地盤速度構造

推定法が優れているのは，必ず地震基盤からの増幅

特性あるいは速度構造が得られるという点にあり，

それによって参照とする基盤のS波速度は3~3.5 km/s

でどのサイトも一定となる．またスペクトルのピー

ク振動数だけでなくその対象振動数範囲の振幅情報

も拘束条件として用いているので，いわゆる速度と

層厚のトレードオフが問題となることが少ない（全

く無いわけではない）．Fig. 19にはMYG006を例とし

て，14層を用いた同定で得られた構造によるHVSR

を基準にして，下層から順に2層ずつ取り除いていっ

た場合のHVSRを比較して示す．灰色破線が観測の

HVSRである．この図から，高振動数のピーク振動数

については確かに浅部構造のみでも対応するピーク

が見出されているが，浅部構造のみの振幅特性は地

震基盤から上の全層の振幅特性とは明らかに異なっ

ており，高振動数域に限って浅部構造だけをHVSR

から同定しようとしても正しい構造が得られないこ

とがわかる． 

 

5.4 HV比の新しい使い道２：VACF補正法 

微動のHVSRの場合，それは地表面を水平と上下に

加振した場合のグリーン関数の虚部の比となるが，

地震動のHVSRの場合，鉛直下方より入射する水平動

の増幅特性を上下動の増幅特性で割ったものとなる

（加えて地震基盤での上下水平比が一定値の係数と 

Fig. 19 Comparison of 1D theoretical earthquake HVSRs 

for the velocity model identified at MYG006 with 

different numbers of layers from the top as a parametric 

study. A broken line shows the observed HVSR. The 

original inverted structure has 14 layers down to the 

seismological bedrock (after Kawase et al., 2018). 

 

して掛る）．そのことから，上下動の増幅特性が分

かればそれをHVSRに掛けることで水平動の増幅特

性が得られることがわかる． 

仲野・他(2019)がGITで分離した，地震基盤上での

入射水平動に対する地表の上下動の増幅特性を求め

ると，驚くほど地点間の違いが少なかった．そこで

我々はM>4.5の観測地震数が10個以上あった1,678地

点について平均上下動増幅特性を求め，これを

vertical amplification correction function VACFと名付

け(Fig. 20)，それをHVSRに掛けることによって第一

次近似として上下動の増幅を補正し等価な水平増幅

率を得るという，いわば「中村の方法」の改良版を

提案した(Ito et al., 2020)．適用事例をFig. 21に示す． 

実はこの地震動のHVSRに対するVACF補正法を

提案する前に，我々は次節で示す微動のHVSRを補正

して得られる擬似地震動HVSRを用いたVACF補正

法を提案している(Kawase et al., 2018)．地震動の

HVSRを用いたVACF補正法の方がストレートに思

いつくはずなのに報告の順序が入れ替わったのは，

当初は地震動のHVSRに上下動増幅率を補正するこ

とによって水平動の増幅特性が得られるのはある意

味自明であって，地盤増幅率の推定方法としては邪

道だという思いがあったからである．微動のHVSR

を用いるのであればそれは観測値としては地震動そ

のものではなく，その観測も簡便で実用性が高い．
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しかしKawase et al. (2018)を読んだChuanbin Zhu博士

から情報提供の依頼があり，仲野・他(2019)の上下動

増幅率を提供したところ，彼らはHVSRから得た補正

増幅率を地表地中比と比較するというので(Zhu et al., 

2020)，それは適切ではないと思い，伊藤恵理研究員

に依頼して分離した地表での水平増幅率がVACF補

正法によって再現できることを改めて示してもらっ

たというわけである．このVACF法はHVSRの非線形

性を評価したWang et al. (2021)でも利用されている． 

Fig. 20 The average and +/- one standard deviation of 

VACF without any category for 1,678 sites with 10 or 

more observed events. It is flat with 1.0 until 0.5 Hz, 

increases to 2.0 at 1 Hz and keep 2.0 to 2.5 until 15 Hz 

(after Ito et al., 2021). 

Fig. 21 Application of the VACF correction method to 

SMN005. A black line shows observed earthquake 

horizontal site amplification factor (HSAF) from GIT, 

while a red broken line shows simulated HSAF by the 

VACF method from earthquake HVSR shown in blue. 

5.5 HV比の新しい使い道３：EMR補正法 

前節で述べたように，Sánchez-Sesma et al. (2011)

の微動HVSRの理論解とKawase et al. (2011)の地震動

HVSRの理論解が式上も数値上も異なることから，微

動と地震動のHVSRは同じでないことが明らかとな

った．微動HVSRの理論解を用いたインバージョンも

提案され，高速のグリーン関数虚部の計算方法が導

入されて実用に供されているが(García-Jerez, 2016)，

微動HVSRのインバージョンでは表面波が主体で一

次ピーク振動数以降の変動が地震動ほど明瞭でなく，

浅部の構造同定には適しているが地震基盤までの構

造同定には拘束力が不足するという課題がある． 

そこで我々は微動をK-NET・KiK-net観測点で計測

し，両者の比を経験的に得ることによりこれを補正

することを考え，これを earthquake-to-microtremor 

ratio (EMR)と名付け，EMRによって微動HVSRを擬

似地震動HVSRに変換する方法を提案した．森・他

(2016)がその最初の論文である．彼らは100地点の結

果を整理し，地震動HVSRをターゲットに用いたイン

バージョン結果と同等の速度構造がEMR法を用いて

変換した擬似地震動HVSRをターゲットに用いたイ

ンバージョンで得られることを明らかにした．この

EMR補正法は非常に有用で，益城町の全体の地盤応

答シミュレーションのための地下構造推定でも利用

されており(Sun et al., 2020)，またESG6で行われたブ

ラインド・プレディクションでも用いられ，よい結

果を得ている(Nagashima et al., 2021). Fig. 22には観

測地震動HVSR(obs)とそれをターゲットにした理論

HVSR(EHVR)，および擬似地震動HVSRをターゲット

にした理論HVSR(pEHVR)を比較して示す．これら3

者はよく一致している．ここでpreferとはボーリング

データに基づく推奨速度構造の理論HVSRである． 

Fig. 22 Comparison of theoretical HVSRs by the inverted 

structures from observed HVSR (blue) and pseudo 

HVSR from microtremors (red), together with the 

observed HVSR (green). Orange is the theoretical HVSR 

by the preferred model provided by the organizers. 
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さらに，このEMR法のより広い応用を目指して，

Ito et al. (2021)では，フランスのグルノーブル盆地に

これを適用し，我が国の堆積盆地と同様にHVSRの

0.3Hz近辺に大きな一次ピークが存在する構造であ

りながら高振動数域の振幅レベルが日本のそれに比

べてずっと小さいことから，グルノーブル盆地専用

のEMR，すなわちEMRGを提案し，それを用いてグ

ルノーブル盆地の広域の速度構造を得た．Ito et al. 

(2021)の最も大きな成果は，それまでグルノーブル盆

地では地質境界で直ちに地震基盤が現れるものと特

に拘束力のある調査結果によらず仮定されてきたが，

地震動HVSRおよび擬似地震動HVSRを用いた検討

により，地質境界の下にはさらに速度が漸増する深

部層構造があり，地質境界はS波速度1.3km/s以上の

層に対応すること，地震基盤は地質境界の2.5倍の深

度に存在することを明らかにしたことである．Fig. 

23にはグルノーブル盆地を横断する断面上で擬似地

震動HVSRから逆算した速度構造断面を示す． 

 

 

Fig. 23 A sectional view of the inverted velocity 

structures along a perpendicular line of the northeastern 

part of the Grenoble Basin. Black crosses with dotted 

lines are those of the geological boundary from gravity 

measurements. 

 

6. おわりに 

  

以上，駆け足で私の41年間ちょっとの歴史の一端

を紹介させていただいた．こうして読み返してみる

と，今回カバーされていない分野や成果がたくさん

あって折角，一緒に研究をし，よい論文を書いて，

それを世に出してくださった方々には，今回のこの

寄稿ではカバーできなかったことを大変申し訳なく

思う．ましてや，フィールドに行き，額に汗して観

測をして，貴重なデータを得たにも拘わらず，私の

怠慢で何ら成果らしい成果にまとめ上げられず，朽

ち果てた死骸となって累々と溜まっていったデータ

達の無念さを思うと忸怩たるものがある．特に小田

原で100台近い微動計を全国から集めて碁盤の目の

アレー微動観測をした成果をモノにできなかったこ

とは慚愧の念に堪えない．工藤一嘉先生を始めとす

る多くのご協力いただいた皆様には大変申し訳なか

ったと伏してご容赦をお願いしたい． 

私は若いころは，今にして思えば噴飯ものの生意

気なクソガキで，自分は正しいことしか言ってない

と確信していて，なので言いたいことを言ってきた

ように思う．そのツケは後年ずっと払わされ続けて

いるのであるが，じゃあ他に方法はあったのかと言

われれば，漱石ではないがたとえ損はするとわかっ

ていてもそうするしかなかったのだと今は思ってい

る．こうして定年の歳になって振り返ってもしも若

い人にアドバイスできることがあるとすれば，たぶ

ん人生を楽しむためには，やりたいことをやること

で自分のやる気を持続して，何事にも前向きに取り

組んで困難な事態自体を楽しみ，自分の疑問を大切

にしてその解決に努力している自分を信頼し続ける

ことだ，と大きな声で申し上げたい．成功を祈る． 
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